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学部・大学院
Undergraduate Course・Graduate School

近年、大学を取り巻く環境は、18歳人口の漸減、全入時代の到来、大学間競争の激化など、いずれも大学
独自の自律的な改革を必要としている。本学各学部及び大学院の各研究科では、現代社会の要請に応じた様々
な改革・取り組みをこの 10年の間に実施してきている。

学部 �

学部組織図 専攻分野とコース（平成 24 年度）
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（平成 25 年 4 月開設予定）
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　文学部では、平成 17 年度より、
学生の就学形態の多様化に対応し
て、文学部第二部の学生募集を停止
し、「文学部」に名称を変更して一
本化し、従前の第一部日本文学科・
第二部文学科と第一部・第二部史学
科も各々「日本文学科」・「史学科」
として昼夜開講制を採用し、その他
の 3 学科で 7 時限制を実施した。
その後、「夜間主のみ」を第一志望
とする受験者数の減少を受けて、平
成 23 年度より、日本文学科では昼
夜開講制を廃止して 7 時限制を採
用し、史学科も平成 25 年度より夜
間主コースを廃止し、7 時限制を採
用する。
　中国文学科では、平成 18 年度入
学者より、プログラム選択制を採用
している。新入生は 1 年間の基礎
講義群を受講した後、2 年次から「文
学研究プログラム」、「中国語教育プ
ログラム」、「人文総合プログラム」
の 3 つのうち 1 つを選択するとい
うシステムである。この改定は、従
前の中国古典研究の学統と教育を継
承しつつ、研究対象を古典から近現
代におよぶ幅広い範囲とし、あわせ

◇文学部
て広く文化事象を学ぶことにより、
本学の建学の精神を今日に生かす特
色のある教育を行うことを目的とし
ている。「文学研究プログラム」は、
古代から近現代におよぶ中国文学の
理解に必要な基礎、中国文学全般に
関する基礎知識を学ぶもので、教職
希望者や大学院進学希望者を対象と
している。「中国語教育プログラム」
は、中国語リテラシー（読み書き・
運用能力）を身につけることが主眼
であり、2 年次後期に中国天津市の
南開大学へのセメスター留学があ
る。「人文総合プログラム」は、中
国人の衣食住、仏教や道教などの宗
教・思想、美術、芸術に関する知識
を深めることに重点をおいている。
さらに平成 23 年度からは、中国文
学を核としながら、東アジア世界に
広がる基層文化をも視野に入れ、中
国の民俗文化を学ぶ「中国民俗文化
プログラム」を新設した。また、専
門科目にセメスター制を導入すると
ともに、初歩的知識や技術を習得す
るためのリメディアル（導入）科目
も設置する。
　外国語文化学科では、平成 17 年
度より 7 時限制を導入し、さらに、
外国語を現場で使い自在にコミュニ

ケーションできる人材を育成する
「外国語コミュニケーションコース」
と、外国語と文化を一体化してグ
ローバルな視野と判断力を身に着け
た人材を育成する「外国文化研究
コース」の 2 コースを設けた。
　哲学科では、平成 23 年度に日本
文学科が定員の一部を減じたことに
ともない、入学定員が増加したため、
指定校推薦を新たに取り入れた。
　文学部では平成 22 年、日本の文
化・歴史・社会に関する情報を世界
に向けて発信することを可能にする
英語力を開発することを目標に、第
1 回「國學院大學英語検定試験（國
學院英検）」を同年 10 月に実施し、
以後毎年行っている。また、この検
定に関連して、バスツアーや日本文
化を英語で体験するイベントなども
開催し、「文化発信型英語力」の開
発を推進している。

中国セメスター留学　故宮

第1回國學院大學英語検定試験（平成22年10月2日）

中国セメスター留学　万里の長城
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　経済学部では、経済学科、経済ネッ
トワーキング学科で行っている経営
分野の教育研究を切り離して、新た
に「経営学科」を開設することを平
成 16 年 4 月に文部科学省に申請し、
翌 17 年度より 3 学科体制となった。

「経営学科」には、経営資源の調達
や効率的な活用方法など、様々な組
織の経営を行う上で必要なガバメン
トを専門的に学ぶ「マネジメント
コース」と、組織の会計計算方法や
経営情報の発信方法などを専門的に
学ぶ「会計情報コース」の 2 コー
スを設けた。また、同年度に平成
13 年度より導入していたフレック
スコース（夜間主）の学生募集を停
止して昼夜開講制を廃止し、7 時限
制を採用している。平成 21 年度に
はカリキュラム改訂を行い、基礎教
育・少人数教育を充実させ、翌 22
年度に多様な形態の専門演習を導入
した。
　また、経済学部は、平成 18 年 4
月に開設40周年を迎えるに当たり、
同学部卒業生の組織である院友経済
会の後援で、「経済学部 40 周年（政

◇経済学部
経学部 55 周年）記念会」を同年 3
月 21 日に院友会館にて開催した。

　法学部では、平成 20 年度より法
律学科に「法律専門職専攻」、「政治
専攻」、「法律専攻」の 3 つの専攻
を設置した。「法律専門職専攻」は
法律の専門知識を生かすことができ
る職場を志望し、そのための基礎学
力とチャレンジ精神を持った学生を
対象とし、「政治専攻」は将来政治
に関わる職業に就くことを志望する
学生や、「よき市民」として政治に
積極的に関わる意欲を持った学生を
対象に、「法律専攻」は法律または
政治を学んだ上で将来の目標を考え
ようとしている学生を対象としてい
る。さらに、「政治専攻」では、日本・
世界の政治を深く理解するための

「理論と歴史コース」と、政治活動
の実際をより実践的に学ぶための

「分析と応用コース」の 2 コース制
を採っており、「法律専攻」では、「公
共政策と法」、「ビジネスと法」、「国
際関係と法」の 3 コース制を採っ

◇法学部

ている。また、この平成 20 年度の
改組とともに、昼間の時間帯を含め
たフレキシブルな履修スタイルを望
む学生が多数を占めている調査結果
などを受けて、平成 13 年度からの
昼夜開講制を廃止して、7 時限制に
移行している。

　教養教育においては、平成 18 年
度より「入学時学力診断テスト」を
国語と英語において実施し、英語の
テ ス ト 結 果 に よ り、「First Year 
English」のクラス分けがなされて
いる。また、平成 19 年度より、外
国語科目をすべてセメスター制に移
行した。
　平成20年度には、「教養総合科目」
の大幅改定を行い、「基礎科目群」「人
間総合科目群」「情報処理科目群」「応
用科目群」を設けた。これらの科目
群は、世界に開かれた日本文化の創
造と形成に総合的に寄与し、日本文
化を世界に発信できる有用な人材を
育成するため、学問の基本的な知識
を獲得するだけに留まらず、様々な
場面に応じた知識の活用能力や自己
表現能力を高め、多様な視点から物
事を捉えていく姿勢を培うことを目
標としており、平成 21 年度から運
用を開始した。また、人間開発学部
学生のみが履修する「導入科目」（科
目名は導入基礎演習）も設定した。
同年度からは、さらに教養教育を軸
とした共通教育の強化充実を図るた
めに、教育開発推進機構共通教育セ
ンターにおいて、その強化策を検討
し、平成24年度より「教養総合科目」
においての小委員会及び連絡担当者
を置いた。

◇教養教育

経済学部 40 周年（政経学部 55 周年）記念会（平成 18 年 3 月 21 日）
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　平成 18 年、文部科学省の「大学
院教育振興施策要綱」を受けて、大
学院設置基準が改正された。本大学
院においても、平成 19 年 4 月 1 日
施行の大学院学則において、「本大
学院は、神道学・文学・史学・法
学・経済学に関する専門分野を教
授・研究し、自立して研究活動を行
う者及び専門的な業務に従事する者
の高度な研究能力と豊かな学識を涵
養し、人類文化の進展に寄与するこ
とを目的とする」（第 1 条）と明文
化し、各研究科の理念・目的につい
ても以下のように明示することと
なった。

　文学研究科
　文学研究科は、日本文化の神
髄を理解し、かつ幅広い知識を
もち、新しい価値観を創造し人
類文化の発展に寄与することが
できる、優れた研究者及び専門

的な業務に従事する者を養成す
ることを目的とする。

神道学・宗教学専攻
　神道学・宗教学専攻は、日本
古来の伝統宗教である神道を中
心とする日本の伝統文化に関し
て、歴史的思想神学的な理解を
深め、内外の諸宗教及びそれに
関連する宗教文化の意義と役割
を比較研究し、幅広い人材を養
成することを目的とする。

文学専攻
　文学専攻は、文化・文学・言
語に関する高度な研究の深化・
発展を図り、その能力を有する
研究者の養成、豊かな学識と高
度な教育能力をもつ教育者の養
成、及び専門的業務に従事する
社会人の再教育を目的とする。

史学専攻
　史学専攻は、国内外の歴史
学・考古学・地理学・博物館学

及び美学美術史の幅広い分野に
関し研究の深化・発展を図り、
各種研究教育機関で研究教育に
携わる優れた人材を育成するこ
と、併せて社会人を積極的に受
け入れ、幅広い人材を養成する
ことを目的とする。

法学研究科
　法学研究科は、学部教育を基
礎とし、法学及び政治学に関す
る、専門的分析能力を用いて先
端的問題を総合的に分析・判断
し社会的諸問題の解決に貢献す
る者、及び専攻分野に関し独創
的研究を行い指導する能力をも
つ研究者を養うことを目的とす
る。

経済学研究科
　経済学研究科は、学部教育を
基礎とし、経済及び経済学に関
する、高度な専門的知識と能力
をもつ職業人、及び豊かな学識

大学院 �

大学院

修士（神道学）・博士（神道学）

修士（宗教学）・博士（宗教学）

修士（文学および民俗学）・博士（文学および民俗学）

修士（歴史学）・博士（歴史学）

修士（法学）・博士（法学）

修士（経済学）・博士（経済学）

神道学・宗教学専攻

文学専攻

史学専攻

法律学専攻

経済学専攻

文学研究科

法学研究科

経済学研究科

神道学系

宗教学系

日本文学

日本語学

中国文学

伝承文学

高度国語・日本語教育

日本史学

外国史学

考古学

美学美術史

博物館学

法律学系

政治学系

経済学系

経営・会計学系
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と創造的な研究能力をもつ研究
者を育成することを目的とす
る。

　また、大学院では、研究分野の拡
大に伴い平成 18 年度から大学院兼
任教授制度を導入し、指導体制の充
実と学生の研究推進を支援して、学
位授与に向けたきめ細かな指導体制
を構築し、翌 19 年度にはさらに文
学・法学研究科では「論文指導演習」
を単位化し、教育の実質化を図った。
加えて、同年度には、教育方法の改
善と向上、ならびに研究指導の充実
を組織的に取り組む大学院 FD 委員
会を設置した。平成 20 年度からは、
学生への指導体制をさらに強化する
ため、兼任教授にかわり客員教授制
度を導入した。文学研究科では、例
年高い博士学位授与率を維持してお
り、殊に平成22年度は20名に上り、
人文系では全国トップクラスの成果
を収めたことにより、課程博士論文
の出版助成の維持・拡大を行った。
平成 20 年度からは、研究教育の複
合領域・学際化と研究者育成のため

に、文学研究科・法学研究科・経済
学研究科で大学院特定課題研究制度
を発足させている。

　文学研究科では、平成 20 年度よ
り、文学研究科前期課程の講義科目
は、外国大学からの留学など国際化
に沿うべくセメスター制とした。平
成 22 年度からは、全専攻において、
学士課程教育との連携のため、学部
4 年生の大学院科目の先取り履修を
制度化した。
　文学研究科各専攻の改組について
は、「日本史学専攻」の名称を平成
18 年度入学者より、「史学専攻」と
変更して、哲学系の美術史・思想史
分野の科目及び博物館学・文化財学
関連科目を新設した。また、「日本
文学専攻」も平成 19 年度入学者よ
り「文学専攻」と改称した。さらに
文学専攻に「高度国語・日本語教育
コース」を新設して翌 20 年度より
学生を受け入れ、史学専攻では平成

◇文学研究科

22 年度から「博物館学コース」「美
学美術史コース」を開設した。「高
度国語・日本語教育コース」は、よ
り実践的な国語科教員、日本語教育
に関する指導者の養成を進める科目
内容を持ち、他コースの者も複専修
として履修が可能となっており、「博
物館学コース」は、博物館学芸員と
してのより高度な資質を養うコース
であり、同コースも複専修として履
修が可能である。
　「博物館学コース」は、平成 21
年 2 月文部科学省が公表した、学
芸員の質のさらなる向上を求める

『学芸員養成の充実方策について』
の報告（これからの博物館の在り方
に関する検討協力者会議）や博物館
法の改正、学芸員をとりまく環境変
化・時代の要請などを受けて独立の
コースとして設けたものである。こ
の博物館学教育を体系的に組織した
教育課程を「高度博物館学教育プロ
グラム」と称し、本プログラムは平
成 21 年度文部科学省「組織的な大
学院教育改革推進プログラム」に採
択された。本プログラムの修了者に
は、本学独自の資格である「國學院
ミュージアム・アドミニストレー
ター」（前期課程修了者）、「國學院
ミュージアム・キュレーター」（後
期課程修了者）を授与する。
　神道学専攻では、従前より宗教学
関係科目を多く開講し、学位につい
ても神道学と宗教学のいずれかを授
与しているという実績に鑑み、平成
20 年度より「神道学・宗教学専攻」
と改称するとともに、首都圏の宗教
系大学院との単位互換制度を設け
た。協定大学は、駒澤大学大学院人
文科学研究科・創価大学大学院文学
研究科・大正大学大学院文学研究
科・東洋英和女学院大学大学院人間院友学芸員・高度博物館学教育プログラム
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科学研究科・聖心女子大学大学院文
学研究科・立教大学大学院キリスト
教学研究科の 6 校である。平成 23
年度から「宗教文化士」制度が発足
し、神道学・宗教学専攻においても
これに対応できる科目をそろえてい
る。
　なお、単位互換制度について史学
専攻では、平成 10 年に青山学院大
学文学研究科、中央大学文学研究科、
上智大学文学研究科、明治大学文学
研究科、立教大学文学研究科、専修
大学文学研究科の 6 大学協定に参
入し（このことにより 7 大学協定
となり、後に国士舘大学人文科学研
究科、駒澤大学人文科学研究科、東
海大学文学研究科、東洋大学文学研
究科が加わって現在では 10 大学協
定となっている）ている。

　法学研究科では、平成 19 年度よ

◇法学研究科

り、学部 3 年生からの「修士課程飛
び入学制度」を導入し、これにより
学部 3 年間と大学院 2 年間の計 5
年間で「修士（法学）」の学位を取
得できることとなった。しかし、「飛
び入学」では、学士号を取得してい
ないために、修士号取得まではいわ
ゆる「大卒」と扱われず、就職活動
などにおいて不便であることが指摘
されていたことを受けて、平成 20
年度より学部 3 年生が大学院受験
に合格した場合、学部に 4 年生とし
て在籍しつつ、大学院の科目を 10
単位まで履修できる「先取り履修制
度」を設けた。学部 3 年次終了段
階で大学院へ進学するルートと学部
4 年次在学中に大学院科目を先取り
履修するルートがあり、これにより
高度専門職業人の育成を容易にする
目的で、修士の学位論文の代わりに、
自分の関心のあるテーマに基づく

「リサーチ・ペーパー」を提出する
ことでも、修士の学位が取得できる
ようになった。また、平成 19 年度

より、「法科大学院修了者入試」を
新設し、研究職に関心のある法科大
学院修了者を受け入れている。

　経済学研究科では、平成 22 年度
入学者より前期課程において、後期
課程への進学と課程博士号の取得、
修了後は研究職や教職を目指す「ア
カデミック・コース」、前期課程で
修了し、専門的で深い知識を必要と
する職業を目指す「グローバル・
コース」、前期課程で修了するとと
もに税理士や会計士の資格取得を目
指す「キャリア・コース」の 3 コー
ス制を採用した。加えて、同年度入
学者より、税理士資格の取得をめざ
す「キャリア・コース」の学生を対
象に、税理士国家試験の受験の負担
を考慮し、修士の学位論文として、
修士論文の代わりとなる「リサー
チ・ペーパー」を新設した。

◇経済学研究科

税理士試験合格祝賀会（平成 24 年 2 月 29 日）
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神道文化学部
Faculty of Shinto Studies

創立 120 周年を迎えた平成 14 年、國學院大學は、現代社会に息づいている日本の伝統文化を再認識し、
よりよい国家・社会の形成に、建学の精神である神道精神を体して寄与・貢献しうる人材を養成することを
目的に、従来の文学部神道学科を改組拡充して、宿願であった神道文化学部を開設した。

國學院大學における神道系学部・神職養成の歴史 �

　本学は、神道に関する学術的研究
を行う高等教育機関としての役割を
担うとともに、神職養成機関として
の歴史を刻んできている。
　本学の母体となった皇典講究所で
は、各地方に置いた皇典講究分所を
含めて、創立時より神職資格（学階）
の認定・授与を担った。明治 19 年
には神職の学階授与を定めた「学階
選叙式」を制定し、明治23年には「学
階授与規則」と改定した。同規則は
明治 40年に改正を行い、この後多
少の改正を加えつつも、戦前におけ
る学階授与の典拠となった。また、
この間の明治 31 年に財団法人と
なった皇典講究所は、創立の趣旨に
基づいて神職養成事業のさらなる拡
充を期し、明治 33年に神職及び神
職志望者のための「神職講習会」を
開設した。本講習会における科目は
祭式・道義・国史・国文の四科で、
講習期間は 5ヶ月 20 週であった。
明治 42年に内務大臣より神職養成
事業が委託されたことを受けて、本
講習会を発展的に解消し、新たに神
職養成部を設けた。神職養成部には、
将来有為の神職の養成を目的とする
神職教習科、現任神職の講習を行う
神職講習科、祭式講習科を置いた。

その後、大正 9年の大学令大学へ
の昇格にともなう道義科の充実の一
環として、神職教習科の修業年限を
10 ヶ月から 2年に延長し、昭和 2
年には前年に神職教習科を廃止した
上で、本学に専門学校令による修業
年限 3年の附属神職部を設置した。
この神職部は、主として高等神職の
養成が目的であったため、普通神職
の養成を主とする神職養成部を昭和
3年に改めて設置し、昭和 21 年ま
で継続した。神職部のほうは、昭和
4 年には神道部へと拡充し、昭和
11 年に修業年限を 4 年に改めた。
昭和 19年、戦時の非常時に対応し
て、神道部は高等師範部とともに専
門部に改組された。一方、戦前の本
学では、「神道学部」や「神道学科」
のような、いわゆる神道系学部・学
科と呼べる、「神道学」に特化した
学部・学科の設置は行わなかった。
これは、本学の学問的観念として、
「神道学」を（総合的学問としての）
「国学」と同一視し、神道に関する
学問・研究を専門化（神道学として
特化）するのではなく、あらゆる学
問から総合的になされるべきである
という認識によるものであった。
　終戦後、皇典講究所の神社本庁へ

の結集にともない、本学では従来の
神道の学術的研究とともに、同庁の
委託による神職養成を担うことで、
その神職養成事業を継承し、平成
24 年現在、神職養成に関する課程
として、神社本庁神職課程の高等課
程にあたる学部のほか、専攻課程Ⅰ
類にあたる神道学専攻科神道学専
攻、普通課程Ⅰ・Ⅱ類にあたる別科
神道専修Ⅰ類・Ⅱ類がある。また、
皇典講究所時代における神職養成の
講習会も戦後に引き継がれ、祭式講
習会を春夏 2回実施し、昭和 23年
には、神職養成講習会に改められ、
その回数は平成24年までに120回
を越え、受講者数も 15,000 人以上
を数える。
　また、戦後における神道系学部・
学科をめぐっては、神道をはじめ宗
教を学術的に研究する学科として、
昭和23年の文学部開設にともない、
同学部内に宗教学科を設け、本学科
の卒業生の有資格者には、神職階位
が付与された。本学科は昭和 30年
に神道学科に改称して、神道・宗教
の学術的研究と高等神職の養成を引
き続き担った。但し、このような「神
道学科」という一学科の状態に対し
て、学内外から「神道学部」への昇
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格が早くから唱えられ、殊に昭和
57年、本学創立 100 周年を迎えた
のを機に、院友神職有志が全国の院
友神職に対して、神道学部設置を呼

びかけた。本学でも神道学部の設置
に本格的に乗り出し、昭和 62年に
は全学的な神道学部設置検討委員会
を設置して検討を行ったが、実現し

なかった。しかし、この後も神道系
学部の設置が継続して唱えられて
いった。

　阿部美哉学長は、平成 14年の創
立 120 周年を機に、神道系新学部
を設置することを提唱し、学長基本
構想として、第一に建学の精神を継
承しそれを発展させること、第二に
神道学の幅を広げること、第三に神
職後継者を育成・確保すること、の
3点を掲げた。本法人理事会は、平
成 11 年 11 月 10 日以来、神道系
新学部設置構想小委員会を設置して
議論を行い、この結果、平成 12 年
2 月 25 日の理事会において、創立
120 年記念事業として神道系新学
部の平成 13 年度申請・14 年度開
設を決定した。これを受けて 3月 3
日の全学教授会において、阿部学長
は「神道文化学部の設置について」
の提案を行い、同月 14日に承認さ
れた。
　この後、平成 12 年 6 月 21 日の
全学教授会で、阿部学長は「神道系
新学部に関する件」を上程し、神道
系新学部の設置に関する学長の基本
構想を教学の立場からより具体的に
論議するため、全学教授会の下に「神
道系新学部設置準備委員会」の設置
を提案した。これにより、文学・法
学・経済の 3学部長や学長特別補
佐、教務部長、事務局長のほか、各
学部・学科や事務局等より選出され
た委員・幹事で構成する神道系新学
部設置準備委員会が設置され、互選
により委員長に平林勝政教授、副委
員長に阪本是丸教授が選任された。

以後、同委員会は、平成 12 年 12
月 9 日まで計 12 回開催され、12
月 11 日に審議結果を阿部学長に答
申した。この答申を受けた阿部学長
は 12 月 19 日の全学教授会に「神
道文化学部」設置に関する件につい
ての審議および議決を求めた。審議
事項の内容は、次の5項目であった。

①「大学の設置等の認可の申請手
続等に関する規則」（平成 3年
文部省令第 46号）第 6条「当
該大学の学部若くは当該大学の
学部の学科を廃止し、その職員
組織等を基に、当該大学の収容
定員の増加を伴うことなく、当
該大学に他の学部を設置しよう
とする場合」という規定に基づ
き、文学部第一部神道学科及び
第二部神道学科を廃止し、その

職員組織等を基に、新たに神道
系新学部（以下、「新学部」と
いう）を設置する。
②新学部の設置申請は、平成 13
年 4月末日までに行うものとし、
平成14年 4月の開設を目指す。
③新学部の名称は「神道文化学部」
とし、設置学科は「神道文化学
科」の一学科とする。
④新学部は昼夜開講制を導入し、
収容定員は昼間主コース 400
人、夜間主コース 320 人とす
る予定である。
⑤「大学設置基準」（昭和 31 年
文部省令第 28 号）第 13 条及
び別表第 1 イ備考 5 に規定す
る新学部設置に必要な専任教員
数は14人以上となっているが、
そのうち 10 人は現在の神道学
科専任教員を以って充て、残余

開設までの経緯 �

神道文化学部開設当初のカリキュラム概念図
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の 4 人以上については日本文
化研究所所員会議及び全学教授
会の理解と協力を得て充当する。

　また、資料として「神道文化学部
設置の趣旨と構想の概要」が添付さ
れた。同資料では⑴「新学部設置の
趣旨の展開」、⑵「カリキュラムの
具体化」、⑶「六条申請を前提とす
る前記⑴、⑵の検討結果にふさわし
い新学部の名称」が示され、殊に⑶
の「新学部の名称」については、「神
道文化学部、神道学部神道学科、神
道宗教学部神道宗教科、日本文化学

部、比較文化学部等が候補として挙
げられたが、神道の宗教的独自性や
学問的対象としての輪郭を明確にす
る意味で「神道」を冠するものの、
神道を宗教のみならず、広く生活に
根差した文化として把握する観点
や、比較宗教、比較文化等との関連
及び将来の学部学科の発展的拡充を
も視野に考慮」して、学部名・学科
名ともに「神道文化」を冠したとある。
　全学教授会は、この「神道文化学
部」設置に関する件を承認し、翌日
となる 12 月 20 日の理事会で、平
成14年4月開設を正式に決定した。

平成 13 年 4 月 27 日に「学校法人
國學院大學寄附行為変更認可申請
書」を文部科学大臣宛に提出し、7
月 6 日には「大学の設置等の認可
の申請手続等に関する規則第 1条
第 4項の規定」に基づき、「学則（学
則等の変更事項、新旧対照表）」等
の追加書類を提出して、8月 1日付
で認可された。これにより、平成
14 年 4月 1日付で神道文化学部神
道文化学科が開設し、学部長に安蘇
谷正彦教授が、副学部長に阪本是丸
教授が各々就任、本学部第 1期生
として 241 名が入学した。

　本学は、明治 15年の皇典講究所
創立以来、神道を柱とする建学の精
神の具現化のために努力を積み重ね
てきた。神道文化学部は、こうした
長年の努力を継承して、建学の精神
としての「神道精神」（主体性を保
持した寛容性と謙虚さの精神）を、
研究教育を通して涵養することを目
標の一つと定め、現代社会に息づい
ている日本の伝統文化を再認識し、
より良い国家・社会の形成に「神道
精神」を体して貢献する人材を養成
することを目的として設置された。
それゆえ、神道を中心とする日本の
伝統文化の理解及び修習ならびに内
外の諸宗教及び関連する宗教文化の
分析と比較を通して、国際化され情
報化された現代社会の発展に寄与
し、社会の健全な形成に貢献する人
材を育成することが、本学部の理
念・目的である。また、このような
理念・目的に基づいて、本学部の社

神道文化学部の理念と目的
会的使命は、日本文化の根幹として
長い歴史を有する神道を体系的に学
び、あわせて内外の宗教と宗教文化
に対する知識を幅広く学修して宗教
の意義・役割等に精通し、国際化・
情報化された現代社会に即応しつ
つ、平和で健全な社会・国家の形成
に寄与し得る人材を育成することに
ある。

　神道文化学部は、神道および内外
の宗教文化を幅広く学修するための
教育課程を整えている。
　神道文化学部神道文化学科には学
科内コースとして「神道文化コース」
「宗教文化コース」の 2コースを設
定し、各々に適合する授業科目群を
1年次から配置している。これは学
生の関心に応じて主体的に履修科目
を選択するための緩やかなコース区
分で、どちらのコースを選択しても

神道文化学部の
カリキュラム・演習

他方の授業科目群を履修することが
でき、コース選択は 3年次前期の
履修登録時に確定する。演習科目に
ついては、平成 19年度より 2年次
における「神道文化演習」を開設し、
導入教育科目である神道文化基礎演
習と 3・4年次の基幹演習へと連携
することにより、学部としての一貫
した少人数教育体制の要を確立し
て、学部の理念・教育目標・スキル
の獲得を適切に行なうための個別指
導体制をより強固なものとしている。
　また、本学部では、昼間の授業時
間帯と夜間の授業時間帯を設定し
て、そのいずれの時間帯においても
同じカリキュラムに基づいて授業を
行う昼夜開講制（フレックス開講制）
を採用しており、夜間の時間帯（フ
レックス A）でしか授業を受けない
ことを選択した学生全員に対して
は、授業料の半額相当を給付するフ
レックス奨学金制度を設けている。
さらに、夜間の授業時間帯で授業を
履修する学生に向けて、都内神社の

概　　要 �
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社務所などに起居し、昼間は神社で
の奉仕を通じて、神職になるために
必要な実務と精神を体験的に学習す
る、学部神社実習生制度がある。

　平成 14年に開設された神道文化
学部の神職養成カリキュラムは、神
社本庁の「神職養成機関に関する規
程」が、大学教育の独自性を尊重し
つつ、学生の主体的なテーマ選択に
よる幅広い学習が行えるよう、平成
13 年 6月に改正されたことを踏ま
えて、神職課程必要単位となる学科
目の多くを複数の選択必修科目と位
置付けるなどの見直しをはかったも
のである。これは、神職の養成を主
体とするコースとして設置された
「神道文化コース」履修者のみなら
ず、学術研究を目指すコースとして
設置された「宗教文化コース」履修
者にも取得しやすい科目構成とした
ものである。また、国際化・情報化
に対応した科目等も設けられたほか、
神職として神社に奉仕した際に必要
な知識としての神社管理に関する科
目の設置等の配慮がなされている。
　また平成 18 年度からは、4年次
生を対象に、卒業と同時に指導的神
職として活躍できる人材を育成する
ことを目的として、神社本庁神職階
位「明階」が授与される 1年間の「明
階総合課程」を新設した。これ以前
は、「明階」階位の履修者は卒業時
に神社本庁神職階位「正階」が授与
され、「明階」の授与は 2年間以上
神職として在職し、初任研修（4日
間）および各種研修（4日間以上）
を修了した者とされていたが、平成
18 年度新設の「明階総合課程」の

神職養成カリキュラム

履修においては、次の 6つの条件
を満たす者に対して、本学神道研修
部委員会で選考した上で受講が許可
されることとなった。

① 3年次での高等課程の必修単
位をすべて修得している者。
②高等課程の神務実習をすべて修
了し、かつその実習成績の優秀
な者。
③「神社祭祀演習Ⅰ・Ⅱ」の成績
評価が A以上の者。
④卒業に必要な 124 単位のほか
に、別に掲げる開設科目 16 単
位を履修・修得し、かつ本学神
道研修部委員会認定の「神社実
習」2単位を履修・修得できる
見込みのある者。
⑤神社本庁の最終成績審査（論文）
に合格できる見込みのある者。
⑥卒業後、神社本庁傘下神社に奉
職する意志強固な者。

　なお、この課程に関する教務事務
は教務課、神務実習は神道研修事務
課が取り扱っており、本課程を修了
した後、神社本庁の成績審査に合格
すれば、「明階」の資格が授与される。
　また、平成 23 年度からは、神社
界から神務実習における本学在学生
や神社に奉職した本学卒業生の資質
向上に関する要望に応えるため、神
社祭式行事作法に関する技量や祝詞
作文能力、神社実務能力といった実
地面のほか、将来の指導的神職に相
応しい神道の知識・学力を集中的に
身につけられるよう必要な科目を見
直し、カリキュラムを改定して実施
することとなった。改定の骨子は、
以下の通りである。

①「神道古典に関する講義又は演

習」、「神道祭祀に関する講義又
は演習」、「神道教化に関する講
義又は演習」で、必要な科目を
追加必修化する。「古典講読Ⅲ
A」・同「Ⅲ B」、「祝詞作文Ⅰ」・
同「Ⅱ」を必修とし、選択必修
であった「祭祀学Ⅰ」・同「Ⅱ」
と「神社祭祀概論Ⅰ」・同「Ⅱ」、
「神社ネットワーク論Ⅰ」・同
「Ⅱ」と「神道教化概論Ⅰ」・同
「Ⅱ」をともに必修とする。
②「神道神学に関する講義又は演
習」で選択の幅を絞り込み、「国
学概論Ⅰ」・同「Ⅱ」を「その他、
神道及び宗教に関する講義又は
演習」に移す。

③「神社祭祀演習Ⅲ」を演習とし
て実質化させるため、2つのセ
メスター科目に分割する。

④「神社実務に関する講義又は演
習」の必修科目名称を変更（宗
教行政研究Ⅰ・Ⅱ）し、内容を
見直す。

⑤「神社実務に関する講義又は演
習」に情報処理、雅楽、書道に
関する選択科目を追加する。

⑥「その他、神道及び宗教に関す
る講義又は演習」を弾力化し、
①の必修科目増加による選択の
幅の狭まりを緩和する。選択必
修科目を所定の単位数を超えて
修得した場合もこの修得単位数
に算入し、従来は神職課程科目
から外れていた神道文化学部専
門科目もここに組み込む。

⑦「その他、神道及び宗教に関す
る講義又は演習」にあった「神
社実務演習」を外し、明階総合課
程科目として位置づけなおす。

⑧「神社祭式概論Ⅰ」・同「Ⅱ」、「神
社ネットワーク論Ⅰ」・同「Ⅱ」
の開講年次を見直す。
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○観月祭
　観月祭は、神道文化学部主催によ
り、平成 22 年 10 月 23 日に斎行
されたのを初とし、平成 24年は創
立 130 周年を記念して大学行事と
なる。観月祭では、本学神殿前広場
に舞台をしつらえて、神楽舞や舞楽
の奉納等が行われる。

○成人加冠式
　新成人となる神道文化学部学生
が、衣冠、正服、斎服を着用して、
本学部長や教員より加冠を受ける儀
式である成人加冠式が、平成 20年
以降毎年行われている。

○『プレステップ神道学』
　平成 23 年度より、1年次の神道
文化基礎演習、教養総合・主題講座
において神道学に関する共通テキス
ト『プレステップ神道学』の利用を
始めた。本テキストは、神道文化学
部教員により編集され、共通テキス
トを利用することにより、学生の理
解を増進させることに役立ってい
る。（阪本是丸・石井研士編、弘文堂、平成
23年）
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　本学では、建学の精神の基礎にあ
る有栖川宮幟仁親王の告諭に示され
た「徳性の涵養」に基づいて、創設
以来、人材の育成を中心活動の一つ
に据えており、その主要な人材輩出
の一分野が教育界である。
　本学における教員養成は、明治
23 年 4 月 20 日より開催された皇
典講究所事業拡張協議会の決議案
中、皇典講究所に「國學院」を設け
て、その卒業生には「中学・師範学
校教員タルノ資格ヲ得シムベシ」と、
國學院設立に先立ちその卒業生に教
員資格を得しむべきことが提起され
ていた。
　明治 20 年代まで、中等教員（師
範学校・中学校・高等女学校の教
員）の無試験検定制度は、高等師範
学校をはじめ、文部省が指定した官
立学校に限定されていた。それゆえ
明治 31年に、本学を含めた東京府
下の諸学校は、現行の学制を改正し
て、これら私立学校の卒業生に教員
資格の特典を付与する建議請願書を
文部大臣に提出した。翌 32 年、政
府は中学校令をはじめ諸学校令を公
布して学校制度の整備を行うととも

に、文部省令第 25 号を発して、公
私立学校等の教員免許規程を定め、
その卒業生に対して中等教員資格を
付与することになった。これを受け
本学は卒業生への中等教員の資格取
得を申請して認可を受けた。
　明治 37年における専門学校令の
認可申請に当たり学則を改正して、
従来の本科を師範部とし、明治 40
年に国語漢文歴史科を国語漢文科・
歴史地理科（明治 43 年、歴史科と
改称するも、大正元年に廃止）の 2
科に分けた。修業年限は他の教員養
成機関に比べて 1年短い 3年で中
等教員を養成するものとし、卒業生
は中等教員無試験検定を受けること
ができた。同様に、師範部とともに
設置された大学部の卒業生も明治
38 年に無試験検定の取り扱いの認
可がなされた。
　大正 9年の大学令大学への昇格
にともない、師範部を高等師範科と
改称し、大正 12年にはさらに高等
師範部と改め、修業年限は従来通り
3年とした。前年の大正 11 年には
学力不十分な者に対して、さらに 1
年間の勉学期間を設ける臨時専攻科

（国語漢文部・歴史部）を本学研究
科内に設け、加えて大正 13年には、
高等師範部卒業生のうち、さらに深
く研究する者のために修業年限 2
年の研究科を別に置いた。この大正
12 年から 13 年にかけては、新制
度に拠る卒業生への中等教員および
高等教員の無試験検定規程を定めて
申請し、学部および大学予科卒業生
に対して中等教員無試験検定を、学
部卒業者に対しては、高等学校高等
科教員無試験検定を受ける資格を与
えることとなった。
　昭和に入り、3年に高等師範部の
修業年限を延長して 4年とすると
ともに、同部を修身・国語・漢文を
専攻する第一部と、歴史・国語・漢
文を専攻する第二部とに分ける認可
を得、加えて翌 4 年には、第一部
の卒業生には修身・国語・漢文の 3
教科、第二部の卒業生には歴史・国
語・漢文の 3教科の中等教員無試
験検定の資格が文部省告示第 189
号をもって認可された（翌 5年に
は附属神道部の卒業生にも認可され
た）。この改正にともない研究科を
廃止し、臨時専攻科は高等師範部内

人間開発学部
Faculty of Human Development

國學院大學は、創立以来の人材育成の伝統を発展的に継承するとともに教育養成を一層拡充し、建学の精神
に基づく日本の伝統文化教育を基盤に、教育学・体育学を中心とする学際的・実践的な学問を教授して、初
等教育に関わる教員や、健康・スポーツの促進に関わる指導者などの育成を目的に「人間開発学部」を平成
21年に開設した。

國學院大學における教員養成の歴史 �
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　本学にとって長年の宿願であった
教育系新学部の設置構想、および本
学における従来の中等・高等教育に
携わる教員養成の伝統と実績に基づ
き、さらに初等教育に係わる教員の
養成課程をもつ新学部の設置に向
け、本法人では、平成 19 年 9月 1
日に「教育系新学部設置室」をおき、
新学部の具体的内容の検討を本格的
に開始した。この結果、高度の教育
力と指導力を持つ小学校教員を養成
する「初等教育学科」と、地域・企
業等で教育や健康指導を担うスペ
シャリストを養成する「健康教育学
科」の 2学科から成る人間開発学

部設置の構想をまとめ、その構想に
ついては、『学報』第 557 号（平成
20 年 4 月 10 日）を通じて公表さ
れた。その後、理事会および評議員
会の承認を得て、平成 20 年 5 月
27 日、文部科学省に平成 21 年 4
月設置認可を申請し、平成 20 年
10 月 31 日付で文部科学大臣から
人間開発学部設置が認可された。そ
の際、「健康教育学科」は、「健康体
育学科」に名称変更した。これを受
けて、初等教育学科と健康体育学科
の 2学科の入試募集を行い、定員
200 名に対して 10倍ほどの志願者
があり、結果として 229 名が入学

した。また、平成 21年 4月 1日付
で、学部長に新富康央教授、副学部
長に一正孝教授が各々就任した。加
えて、本学部の開設にともない、メ
インキャンパスとなるたまプラーザ
キャンパスの機能強化のため、同日
付で事務局の改編を行い、大学事務
局にたまプラーザ事務部を新設し
た。たまプラーザ事務部は、総務部
にあったたまプラーザ事務課を管轄
するとともに、たまプラーザキャン
パスにおける教学事務部教務課や学
生事務部学生生活課の管轄業務も担
当している。

の専修科（第一部・第二部）となり、
昭和 7年まで継続した。この後昭
和 10年代になり、戦時体制へと次
第に変わっていく中で、本学でも昭
和 14 年に高等師範部の二部制を、
第一部を廃止して第二部を拡充した
一部制とし、翌 15年には高等師範
部と興亜部を合わせて、専門部とし
た。

　戦後も教員養成に努め、昭和 24
年の教員職員免許法等の公布を受け
た免許法認定講習の開講や、昭和
29 年の教員免許法改正にともない
「教員養成課程認定申請書」を提出、
中学校・高等学校の教員免許状の認
定を受けた。本学では、このような
創立以来の教員養成の伝統と実績を
さらに強固にするため、教育学科の

設置を昭和 38 年と 46 年とに構想
を立て検討したものの、他の重要問
題の山積や検討期間の短さなどか
ら、十分な結論を得るに至らず実現
しないままとなったが、学部からは
引き続き多くの教員を輩出して「教
職の國學院」と呼ばれている。

開設までの経緯 �

　人間開発学部では、近年人材育成
の分野に強く求められている「人間
力の育成」という社会的要請に応え
るため、「人間開発」という新しい
発想・理念による「人づくり」を目
指している。ここでいう「人間開発」
とは、様々なストレスやプレッ
シャーなどによって閉じられたまま

「人間開発」の理念と
人間開発学部の目的

になっている人間の潜在能力や才能
を、「弾

はじ

ける」「拓
ひら

く」「拡
ひろ

がる」よ
うに引き出し、その人がその人らし
く生きようとする力、すなわち「人
間力」を育むことにある。
　こうした「人間開発」を目指す本
学部の主な目的は、

⑴本学の建学の精神である「神道」
を中核とする「日本の伝統文化」

を対象とする学びを基盤としつ
つ、その継承・発展を担い、未
知なる広い「世界」を視野に入
れた活動のできる人材を育成す
ること。

⑵これからの教育者や指導者が修
得しておくべき「コア・コンピ
テンシー」（中核能力）、すなわ
ち、①論理的科学的思考力、②

概　要 �
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身体表現力を含む自己表現力、
③獲得した知識・技能の活用
力、④体験的に課題解決を求め
て探究する能力、を的確に育成
し、これらの能力を統合する「人
間力」を備えた人材を育成する
こと。

⑶「民学官」（住民・大学・行政）
連携を掲げ、大学と地域社会・
地域住民がともに手を携えて地
域における社会貢献活動を推進
する「共育」によって、「地域
に育てられ、地域とともに育つ」
人材を育成すること。

にある。
　そして、その具体的な帰結として、
高度な教育力と指導力を持つ教員
や、地域・企業において教育・健康
指導を担うスペシャリストを養成す
ることこそが、人間開発学部の設置
理念であり、目標である。

①本学の「建学の精神」に基づい

人間開発学部の特色

た日本の伝統文化に関する教育
　　本学の「建学の精神」（主体
性を保持した寛容性と謙虚さ）
に基づく伝統文化教育により、
「人間開発」の基盤となる日本
の伝統文化の意義を学び、その
継承・発展を担う人材を育成。

②「科学する眼」と「実践する力」
を備えた「人づくりのプロ」の
育成

　　人文・社会・自然・人間諸科
学の各専門分野における理論に
精通した教員や、教育現場での
実践に基づく優れた指導技術を
有する教員を多数配置すること
で、理論と実践の双方を兼ね備
えた人材を育成。

③「やってみたい」（夢）を「で
きる！」（実現）に導く多彩な
カリキュラム編成

　　各人の関心に対応し、その個
性を活かして願望が実現できる
ように、学科ごとにそれぞれ 4
つの「展開科目類」を準備する
など、多様な専門性を有した学
際的カリキュラム編成。

④教員と学生たちが心を通わせて
響き合う少人数型の「響同」学
習

　　「導入基礎演習」担当教員ご
とに設けられる「ルーム制」や、
各演習・卒業論文担当教員を中
心とする「ゼミ制」による、き
め細やかな修学・生活指導。

⑤社会体験的な実習・演習等を通
した、大学と地域社会との連携
による「共育」の実践

　　教育実践総合センターと地域
ヘルスプロモーションセンター
を中核として、教育実習や教育
インターンシップ、野外実習、
ボランティア体験などを通し、
地域社会との連携を促進。

　なお、これら 5つの特色のうち、
④に示された「響同」については、
平成 22 年 9 月 24 日付で商標登録
がされている（商標登録第5356683
号）。

　人間開発学部には、開設時より初
等教育学科と健康体育学科の 2学
科があり、平成 25 年度より、子ど
も支援学科を新たに設置する。
■初等教育学科
　初等教育学科は、学習指導要領の
改訂で重視されることとなった伝統
文化、言語活動、理数教育、体験活
動、外国語活動等の充実を踏まえな
がら、現在の教育界が抱える様々な
問題に対応できる高度な教育力と指
導力を備えた小学校教諭の育成を目
的としている。その他、小学校教育
との接続を目指す創造性豊かな幼稚

人間開発学部の各学科
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園教諭、社会教育主事、一般企業の
教育担当スペシャリスト、出版・育
児関係の教育産業従事者など、様々
な分野で課題解決に対応できる人材
の育成を目指す。取得学位は学士（教
育学）で、取得することが可能な主
たる免許・資格は「小学校教諭一種
免許状」、「幼稚園教諭一種免許状」、
「社会教育主事」である。

■健康体育学科
　健康体育学科は、高い競技成績な
どの成功体験と同様に、挫折や失敗
の中からも子どもの潜在的可能性を
見いだすことができる「人間開発」
型教育者・指導者の育成を目的と
し、中学校・高等学校保健体育科教
員および健康・スポーツ指導者、多
様な変化を見せる健康・スポーツに
適切に対応できる専門的知識と自己
表現力・コミュニケーション力を身
につけた地域社会におけるスポーツ
リーダー、消防・警察等の人命の安
全に係る公務員などの養成を目指
す。取得学位は学士（体育学）、取
得することが可能な主たる免許・資
格は「中学校教諭一種免許状（保健
体育）」、「高等学校教諭一種免許状
（保健体育）」、「社会教育主事」、「ス
ポーツ指導基礎資格（財団法人日本
体育協会公認）」、「健康運動指導士
（財団法人健康・体力づくり事業財
団認定）」の受験資格である。

■子ども支援学科
　子ども支援学科は、本学の建学の
精神である神道精神（主体性を保持
した寛容性と謙虚さ）に基づく日本
的子育て観や子ども文化の理解を踏
まえた「人間開発」型の幼児教育・
保育を基盤としつつ、「子どもと子
育てを応援」する「手当ての幼児教

育・保育」を目指し、地域社会にお
ける「子ども・子育て支援」をリー
ドする人材を養成する。取得学位は
学士（教育学）、取得することが可
能な主たる免許・資格は「幼稚園教
諭一種免許状」、「保育士資格」、「社
会教育主事」である。

■教育実践総合センター
　教育実践総合センターは、「教育」・
「研究」・「社会貢献」の三分野にお
ける実践的研究指導センターとし
て、人間開発学部開設とともにたま
プラーザキャンパスに設置された。
本センターは、教育インターンシッ
プや教育実習等の支援を主に担う
「学生支援領域」と、地域教育関係
諸機関や現職教員との連携支援を主
に担う「地域教育支援領域」の 2
つを擁している。「学生支援領域」
として、将来の教師を目指す学生を
支え、教職に就いた後に役立つ基礎
力形成のため、人間開発学部学生を
対象にした基礎力形成講座「未来塾」
を開講している。「地域教育支援領
域」としては、全国から現職教員受
講者を集めたセミナーを開催してい
る。本センターの定期刊行物として

人間開発学部設置のセンター

『國學院大學人間開発学部教育実践
総合センターだより　思ひ草』をた
まプラーザキャンパスで配布あるい
はホームページ上で公開している。

■地域ヘルスプロモーションセンター
　地域ヘルスプロモーションセン
ターは、平成 22 年 2 月 22 日にた
まプラーザキャンパスにてオープン
した。本センターは「地域住民の健
康づくり、運動プログラムの提供」、
「地域住民への公開指導会実施」、「外
遊び好きな元気な子どもの育成計
画」、「子どもの運動指導者の育成」
を活動の柱とする。オープンにとも
ない、本センターの事業内容や施
設・設備、利用方法をわかりやすく
説明した『國學院大學人間開発学部
地域ヘルスプロモーションセンター　
インフォメーション』や、定期刊行
物として『國學院大學人間開発学部
地域ヘルスプロモーションセンター
だより』（平成22年10月22日創刊）
を各々発行し、たまプラーザキャン
パスでの配布やホームページ上での
公開を行っている。本センターでは
開設以来、学生スタッフ（CSS）と
ともに、具体的な活動内容として、
青葉区福祉保健センター等と協力し
た中高齢者対象の「横浜市青葉 16
地区ウォーキング教室」や「新荏田

地域ヘルスプロモーションセンター「親と子で、竹を使って夏休み」
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連合自治会健康チェック」、また子
どもと親が揃って参加できる「親と
子で、竹を使って夏遊び」や「親子
でゲット、ボール運動のコツ !!」な
どを開催するなど、社会連携・地域
貢献運動を展開している。

　平成 23年度より、人間開発学部
の理念に基づいた、本学部学生によ
る優れた実践的活動を表彰すること
を目的に「人間開発学部長賞」の授
与を行っている。選考は、本学部内
の選考委員会が行い、本学部の 2
年次から 4年次に在籍する学生が
対象となる。選考基準は優れた教育
的実践活動を行った者、優れた地域
貢献活動を行った者、課外活動等に
おいて優れた実績をあげた者、その
他選考委員会が認めた者のいずれか
に該当する者であり、選考委員会に
よる選考の後、本学部教授会の議を
経て、学部長が決定する。第 1 回
の受賞者は 13名で、表彰式は平成
24年1月25日にたまプラーザキャ
ンパス 1号館第 2会議室にて行わ
れた。

人間開発学部長賞

　人間開発学部では、日本の伝統文
化理解を基盤としつつ、教育学・体
育学などの諸分野を実践的な学問へ
と体系化する新たな学際的領域であ
る「人間開発学」を樹立するため、
それに関わる学術活動および学生の
修学・活動支援を行う「國學院大學
人間開発学会」を、平成 21 年 10
月 28 日に第 1回総会を開いて設立
した。初代会長には、新富康央人間
開発学部長が就任した。
　人間開発学会は、人間開発学部の
構成員（専任教員・学生）および本
学会の目的に賛助する者によって構
成される。本学会の事業内容は、①
大会（毎年 11月に 1回）・研究会・
講演会・体験型講座・その他の会
合、②機関誌『國學院大學　人間開
発学研究』（人間開発学部の紀要を
兼ねる）の編集・刊行、③本会の学
生会員が主体的に企
画・運営を行う「人間
開発学」に関わる事業、
④その他、本会の目的
達成に必要で理事会が
適当と認める事業、で
ある。これら事業を遂
行するため、本学会に
は理事会・編集委員
会・学生活動支援委員

人間開発学会
会が組織され、また学生活動支援委
員会の助言・指導を受けつつ協議を
重ねて、「人間開発学」に関わる事
業の主体的な企画立案・運営を行
う、学生会員を代表する学生企画委
員からなる学生企画委員会も設けら
れた。

　人間開発学部では、地域社会・地
域住民との社会連携・地域貢献への
取り組みを行っている。また、こう
した取り組みには、本学部学生が運
営やサポートに携わっており、学生
の実践経験の場といった、教育活動
の一環としての役割も果たしている。

○共育フェスティバル
　毎年 10月に開催している子育て
支援の総合イベントで、人間開発学

社会連携・地域貢献運動

第1回「人間開発学部長賞」表彰式（平成 24年 1月 25日） 人間開発学会第 1回大会（平成 21年 11月 14日）

共育フェスティバル　トークセッション
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部開設の平成 21年度より開催して
いる。共育フェスティバルでは、本
学部が取り組んでいる数々の事業・
活動に即したブースを設置するほか
様々な企画を実施しており、また毎
年著名人を招待したトークセッショ
ンも開催している。本フェスティバ
ルの運営は、本学部学生と学生アド
バイザーが協力して行っており、学
生の相互交流の場としても機能して
いる。

○チームさがみはらプラス
　チームさがみはらプラスは、「夢
叶え・HERO育成プロジェクト」と
題し、相模原市において子どもたち
を街ぐるみで育成することを目指し
ているNPO法人である。本プロジェ
クトでは、サッカーを通じた人間育
成が行われており、人間開発学部で
は本プロジェクトに科学的データの
提供や科学的根拠に基づいたトレー
ニング方法の提案を行っている。

○万葉エコBee プロジェクト
　平成 24年 4月より開始した、養

蜂を通じて地域に貢献するプロジェ
クトで、養蜂を通じて、たまプラー
ザ地域の環境を調べ、自然と共生す
る緑豊かな街づくりを地域住民と連
携して考えていくことを目的として
いる。

○人間開発・花咲くプログラム
　本学の建学の精神に基づく人間開
発学部の設立の趣旨に鑑み、地域社
会の子どもたちを対象とする「絵本
キャラバン」「たまプラーザ宇宙の
学校」「鎮守の森子ども・子育て支
援」の3つのプロジェクトを通して、
本学部学生の「コア・コンピテン
シー」（中核能力）を的確に育成す
るとともに、地域における社会貢献
活動を推進する「共育」を実践する。

①絵本キャラバン
　小学校や幼稚園、児童館等で絵本
の読み聞かせ活動を行っている学生
グループで、平成 21年に発足した。
人間開発学部教員が指導を行うほ
か、児童劇団や図書館司書などのゲ
スト講師を呼んでのワークショップ
の開催、また会場となる小学校では
同校の教諭からアドバイスを受ける
など、学校教諭を目指す学生にとっ
ても貴重な体験の場となっている。

②たまプラーザ宇宙の学校
　平成 22年より、自然科学分野の
教育の充実を図るため、地域の子ど

もたちやその親たちの参加を募り、
1か月に 1度のペースで「宇宙の学
校」を開催している。開始時は小学
校 1・2 年生の親子 50 組を対象と
し、平成 23 年より小学校 3・4 年
生40人の回も設けた。KU-MA（NPO
法人子ども・宇宙・未来の会）、宇
宙航空研究開発機構（JAXA）の協
力により講師の派遣を受けるととも
に、人間開発学部学生が学生スタッ
フとして運営をサポートしている。

③鎮守の森子ども・子育て支援
　日本の伝統文化の知恵を、子育て
や教育の視点から捉え直すことで、
地域社会における伝統的な「子ど
も・子育て支援」のあり方のモデル
ケースを抽出して人材育成を図るプ
ロジェクトで、具体的には、地域社
会の中心となっている「鎮守の森」
（神社境内）を有力な実践の〈場〉、
拠点として捉え、各地の取り組みに
学生が参加することで、その担い手
の人々と協働・連携し、地域社会に
おける子育て支援の一端を担うこと
を目指す。

万葉エコBee プロジェクト　はちみつ

万葉エコBee プロジェクト　蜜蜂 絵本キャラバン

宇宙の学校
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　従前の日本の司法制度における裁
判の遅延や高額な弁護士費用、裁判
所の行政よりのスタンスといった要
因により、国家が国民に十分な法的
サービスを提供していなかったとい
う見解から、裁判の充実・迅速化や
法曹界の人員の拡充などの広汎な改
革が必要であるとして、平成 11 年
より司法制度改革が行われることと
なった。平成 11 年 7 月に内閣に設
置された司法制度改革審議会（平成
13 年 7 月まで設置）が平成 13 年
6 月に提出した意見書の中で、知的
財産高等裁判所、裁判員制度の導入
などとともに、法科大学院の設置が
提言された（「司法制度改革審議会
意見書―21 世紀の日本を支える司
法制度」）。平成 14 年 10 月から 12
月にかけて開かれた第 155 回国会
で成立した「法科大学院の教育と司
法試験等との連携等に関する法律」
において、法科大学院は「専門職大
学院であって、法曹に必要な学識及
び能力を培うことを目的とするも
の」と定められ（第 2 条第 1 項）、

平成 16 年 4 月に法科大学院制度が
創設された。
　本学の法科大学院は、「『地域』と
ともに生き、『地域』に寄与し貢献
できる法曹（ホームロイヤー）の養
成をめざす」というポリシーのもと、

「理論と実務の架橋」を実現する教
育を展開するものとして設立した。
本学では、平成 16 年 4 月開設をめ
ざして、平成 15 年 5 月 30 日の理
事会で申請内容を正式に決定し、6
月末に設置認可申請書を提出した。
文部科学省の大学設置・学校法人審
議会より、法科大学院設置について
申請が出されていた 72 校のうち
66 校（国公立大 21 校、私立大 45 校）
を認可するよう文部科学省大臣へ答
申がなされ、本学法科大学院（専門
職大学院法務研究科）も 11 月 27
日付で正式に認可された。標準コー
ス（3 年＝未修者コース）と短縮コー
ス（2 年＝既修者コース）の 2 つを
設け、修了者には「法務博士（専門
職）」の専門職学位と新司法試験の
受験資格が与えられる。教員は、研

究者教員と実務家教員で構成され、
演習では両教員の 2 人担当制とし
て理論と実務の統合を図るものとし
た。開設年度の平成 16 年度入試に
は、740 名の志願者があり、一次・
二次の二段階選抜を経て合格した者
のうち、55 名が 1 期生となり、4
月 3 日に入学式が挙行された。法
科大学院長には、同年 4 月 1 日付
で平林勝政専門職大学院教授が就任
した。

法科大学院
（専門職大学院法務研究科）

Law School

司法制度改革の一環として導入された法科大学院制度に基づき、國學院大學は平成 16年に法科大学院（専
門職大学院法務研究科）を開設した。法科大学院では、「地域」と共に生き、「地域」に寄与・貢献する法曹
（ホームロイヤー）、まちに生きる人々の思いを受け止めることのできる感性と、事件を冷静に処理できる理
性とを有する法曹の養成を目指している。

開設までの経緯 �
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　本法科大学院は、「地域」ととも
に生き、「地域」に寄与し貢献でき
る法曹（ホームロイヤー）の養成を
目指している。こうした観点から、
地域社会に生起するさまざまな問題
に対して興味と関心をもち、自らの
社会経験のなかで培った幅広い視野
や知識を生かして、法を使いこなし
て地域社会の諸問題の解決に役立て
ようとする気概と情熱をもった人材
を求めている。
　これは、医療の領域において、ホー
ムドクターの存在が必要であるとさ
れているのと同様に、それぞれの地
域に根差し、その地域の住民に奉仕
する法曹＝「ホームロイヤー」の存
在が必要であると考えているからで
ある。このように、まちに生きる人々
の思いを受け止めることのできる感
性と事件を冷静に処理できる理性を
有する法曹を養成することを目指し
ている。

　本法科大学院は、百周年記念館 1
階に、東京弁護士会が設置した「渋
谷パブリック法律事務所」を活用し
たリーガルクリニック（臨床法学教
育）をその教育の中核として位置付
けている。これは、実際に渋谷パブ
リック法律事務所に依頼のあった案
件について、依頼者の抱える問題を
理解し共感しながら、実務の現場に
おいて法律問題の解決の方法を学ぶ
ことによって、地域に寄与・貢献で
きるホームロイヤーの養成という本

アドミッション・ポリシー

理念と特色

法科大学院の教育理念を実現するこ
とができると確信するためである。
リーガルクリニックには、平成 24
年度時点で、本法科大学院教授であ
る所長弁護士をはじめとする専任教
員 4 名および渋谷パブリック法律
事務所弁護士 6 名の計 10 名が、学
生の教育に直接参画している。
　また、本法科大学院のアドミッ
ション・ポリシーにあるとおり、地
域に寄与・貢献できるホームロイ
ヤーを養成するために、特に地方公
共団体職員を主たるターゲットのひ
とつとする社会人特別入試を実施し
ている。各団体の研修制度等を活用
し、退職することなく本法科大学院
で学んだことを、復職後に、地域で
生かしてもらうためのものである。
なお、社会人特別入試による入学者
の授業料は通常の半額としている。

⑴�リーガルクリニックの科目構
成

　本法科大学院では、標準コース 1
年次（短縮コース 1 年次）に、「プ
レリーガルクリニック」を選択 1
単位科目（夏季集中）として、標準
コース 2 年次（短縮コース 1 年次）
に「リーガルクリニック（初級）」
を必修 2 単位科目、「リーガルクリ
ニック（上級・刑事）」を選択 2 単
位科目（春季集中）として開講し、
標準コース 3 年次（短縮コース 2
年次）に「リーガルクリニック（上
級）」を選択 4 単位科目として開講
している。
　リーガルクリニックのなかで、特
に中心となる「リーガルクリニック

（初級）」では、「刑事裁判」「民事裁
判」の各「現場」のシミュレーショ

ンを行い、生の事実から法的問題を
析出し、整理するとともに、法律関
係文書の起案能力や尋問技術につい
て学ぶ。「リーガルクリニック（上
級）」では、実際に渋谷パブリック
法律事務所に依頼のあった案件を通
して、具体的事案に沿った法的思考
力、論述力および表現力の獲得、並
びに法曹倫理の修得を目的としてお
り、本法科大学院の専任実務家教員
および渋谷パブリック法律事務所弁
護士が、それぞれ 2 〜 4 人の学生
を担当し、直接指導にあたる。学生
は、依頼人との面談の立会い、当該
依頼案件の解決のために必要とされ
る法文書の作成、口頭弁論の傍聴な
どを行う。
　なお、「リーガルクリニック（上
級）」は選択科目であるが、学生の
受講率は年々高まっており、本法科
大学院に入学してくる学生にとって
は、法科大学院選択にあたり重要な
条件のひとつとなっている。

⑵リーガルクリニックの運営
　渋谷パブリック法律事務所弁護士
と専任教員（実務家教員 3 名、研
究者教員 4 名）とで構成されるリー
ガルクリニック運営委員会（隔月 1
回開催）において検証がなされてい
るほか、共同してリーガルクリニッ
クを実施している他の 3 大学（東
海大学・獨協大学・明治学院大学）
と合同リーガルクリニック運営委員
会（年 4 回程度）を開催している。

「リーガルクリニック（上級）」の活
動内容およびその評価については、
各担当教員により「クリニックの到
達目標と達成プランと評価」として
まとめられ、リーガルクリニック運

概　要 �
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営委員会および合同リーガルクリ
ニック運営委員会において報告され
る。

⑶中間報告会及び最終報告会
　「リーガルクリニック（上級）」に
ついては、中間報告会と最終報告会
が開催され、取り上げた事件の概要、
争点、解決案などが学生によって報
告される。特に、最終報告会は、渋
谷パブリック法律事務所を共同利用

する 3 大学と共同で開催され、そ
こには実務家のみならず多数の研究
者教員も参加し、学生との活発な質
疑応答が行われている。

⑷公開模擬裁判員裁判の開催
　「リーガルクリニック（初級）」で
は刑事模擬裁判を実施しているが、
その授業をもとにして、公開模擬「裁
判員裁判」を開催している。傍聴し
た地域の方々や高校生・大学生等に

はアンケートを実施しており、そこ
に回答された感想・意見をもとに検
証し、次回実施する際に生かすもの
としている。

⑴�授業の特色とカリキュラム構
成

　本法科大学院の特徴であるリーガ

教育体制
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ルクリニックを中核とした教育によ
り、必要な基礎知識を着実に積み上
げながら、法曹に求められるスキル
を実践的に取得することで、理論と
実務の有機的な結合を行っていくた
めのカリキュラムを設けている。こ
の基本ポリシーに基づいた教育を実
践するものとして、3 つの特色を打
ち出している。

①きめ細やかな指導・少人数教育
　教員側からの一方向的な教授で
はなく、講義形式の中でも、教員
から学生の側へ質問を投げかけた
り、意見を求める双方向授業によ
り学生の参加を促していく。この
ように授業で対話を繰り返して学
生の様子を見ながら行う 1 人 1
人へのきめ細やかな指導を行う。

②実務家教員と研究者教員のコラボ
レーション
　演習科目では、双方向授業を徹
底するために、1 学年を 2 クラス
にわけるさらなる少人数制をと
り、原則として実務家教員と研究
者教員が協同して授業を行う。こ
の演習を通して一方的な考えに偏
ることなく、複眼的な視点を身に
つけ、学生各自の考え、視点を形
成していく糸口を見つけてもら
う。

③公設法律事務所と連携したリーガ
ルクリニック
　学内に開設されている「渋谷パ
ブリック法律事務所」の協力のも
とに実施しているリーガルクリ
ニックにより、法律問題をめぐる

「現場」において、そこで必要と
される技術・作法の獲得と高度な
法交渉能力を修得する。このリー

ガルクリニックを受講すること
で、学生に机上では学べない「人
の気持ちを汲み取ることの難し
さ」や「法による最善の解決策を
依頼人と共に模索していく喜び」
などを体感させる。「リーガルク
リニック」は、法科大学院設立の
理念である「理論と実務の架橋」
を実現する科目であり、本学法科
大学院の最大の特色である。

　法科大学院のカリキュラムは、文
部科学省告示第 53 号に基づき、法
律基本科目、実務基礎科目、基礎法
学・隣接科目、展開・先端科目によ
り構成されている。教育効果を高め
るために、開設以来、ほぼ毎年度カ
リキュラムを見直し改定している。
　特に、実務基礎科目においては、
平成 19 年度入学者カリキュラムか
らは「プレリーガルクリニック」

「リーガルクリニック（上級・刑事）」
を新設し、本法科大学院における法
曹養成教育の中核に据えているリー
ガルクリニックのより一層の充実を
図っている。また、平成 22 年度入
学者用カリキュラムからは、標準
コース 1 年次配当の「基礎演習」
を新設し、本学が法曹養成の中心と
している未修者教育のより一層の充
実を図っている。
　展開・先端科目群については、3
つの副科目群（「まちづくり」、「生
活者」、「法人活動」）に区分し、地
域に寄与・貢献できる法曹として必
要な知識が得られるよう配慮したも
のとしている。

⑵単位互換協定の締結
　平成 21 年には、明治学院大学法
科大学院と、相互の協力および交流
を通じて法曹養成教育課程の充実を

図るとともに、学生の幅広い視野の
育成と学習意欲の向上を目的として
単位互換協定を締結した。平成 24
年度からは、東海大学・獨協大学に
も拡大して締結し、リーガルクリ
ニックを共同で実施している 4 大
学間でさらなる交流を図っている。

⑴オフィスアワーの設置
　専任教員は、週 2 時間、オフィ
スアワーを設定している。授業時間
外に各教員の研究室において学習相
談・履修指導が行われている。学生
はその時間に研究室を訪ね、教員と
のコミュニケーションを図ることは
もちろん、授業時の小テストや課題
レポートの講評・添削指導を受ける
ことができる。また、学期末試験の
前にはフォローアップデイズと称
し、通常のオフィスアワーとは別に
質問を集中的に受け付ける期間も設
けている。

⑵�学習アドバイザーによる学生
指導

　開設初年度から、若手弁護士を中
心に構成された学習アドバイザー
が、学生の自学自習を支援しており、
毎週、一定時間、講義やゼミ形式に
よる指導を行っている。在学生はも
ちろんのこと、特別研究員である修
了生も参加が可能で、本人の意欲や
学習進度に応じて自由に選択するこ
とができる。自主ゼミ形式について
は、学生が自分たちでチームを組み、
学習アドバイザーの指導を受けるこ
とで学力の向上を図っている。1 年
生向けには、授業のフォローアップ
を行い、特に法学未修者の基礎固め

学習支援体制
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として、上級生向けには科目ごとに
ゼミ形式で議論を深めたり、論文作
成指導を行ったりすることで、応用
力を高めていくことを目標としてい
る。本法科大学院修了生の弁護士も
担当しており、学習方法や受験の際
の心構えなど、体験に即した具体的
なアドバイスを受けることもでき
る。渋谷パブリック法律事務所弁護
士も担当している。平成 24 年度は、
19 名が学習アドバイザーとなって
おり、そのうち 7 名が本法科大学
院修了者の弁護士である。

⑴特別研究員制度の設置
　法科大学院修了後も、5 月に実施
される司法試験受験に向けて、勉強
に集中できる環境を用意し、サポー
トしている。司法試験受験までの間、
継続して大学施設等を利用しながら
勉強をするために、特別研究員制度
を設置している。特別研究員に採用
された者は、自習室の利用、ローラ

修了生支援体制

イブラリー等の法科大学院施設の利
用、また学習アドバイザーに参加す
ることができる。大学施設を修了後
も利用できることで、途切れること
なく司法試験までの勉強を継続する
ことができる。特に修了直後の半年
間は登録料を無料としているので、
使い慣れた法科大学院での学習環境
を無償で活用できるメリットがあ
る。
　また、司法試験合格までのサポー
トとして、修了生と教員とのメーリ
ングリストを用意しており、司法試
験や就職に関する有用な情報を相互
に交換しあうことができる。

⑵起案演習解説講座の開講
　修了生用の特別講座として平成
23 年度から、「起案演習解説講座」
を実施している。司法試験の半年前
から週 1 回のペースで学習アドバ
イザーによる司法試験過去問題の解
説、答案添削・講評を受けることが
できる。修了生の自学自習のための
ペースメーカーとして利用されてい
る。

　本法科大学院では、ブラッシュ
アップ委員会を中心として、活発な
ＦＤ活動を実践している。毎学期末
に行う「学生による授業評価」のみ
ならず、学期途中には「授業評価中
間アンケート」も実施しており、学
生からの要望・意見をつねに受け止
め、授業内容・方法や施設設備の改
善に努めている。ブラッシュアップ
委員会は毎月 1 回開催している。
そこでは学生からの投書一通に至る
まで、議論の俎上に載せて検討して
おり誠実に対応している。
　また、全専任教員で構成されるブ
ラッシュアップ授業検討会を平成
19 年度から定期的に実施しており、
授業内容の改善にあたっての共通認
識を持つ場となっている。平成 23
年度からは、年 4 回（前期 2 回・
後期 2 回）開催しており、授業の
改善に向けて不断の努力をしてい
る。

　平成 19 年上期に、公益財団法人
日弁連法務研究財団による認証評価
を受け、法科大学院評価基準に「適
合」していると認定された（平成
19 年 10 月 10 日 ）。 平 成 24 年 上
期に受けた 2 回目の認証評価にお
いても、「適合」と認定され（平成
24 年 9 月 26 日）、特に分野別評価
においては、研究施設・学生支援体
制が整備されていることについて高
い評価を受けている。

○刑事裁判疑似体験授業
　開設初年度より、元検察官である

活発なＦＤ活動

法科大学院評価基準に「適合」

刑事裁判疑似体験授業
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今井秀智教授の指導により、1 年次
生を中心に、「刑事裁判疑似体験授
業」を夏季休暇中に実施している。
こ の 模 擬 裁 判 の 模 様 を 記 録 し た 
ＤＶＤを学内外に配布しており、本
法科大学院に入学してから半年時点
での学習成果を、広く周知するもの
となっている。
　なお、平成 24 年度は、小・中・
高校で法教育活動を展開している一
般社団法人リーガルパークと連携
し、弁護人・検察官役である法科大
学院学生が繰り広げる主張に対し、
裁判官・裁判員役となった渋谷区立
鉢山中学校の生徒が判決を下す体験
をするという試みが行われた。

○公開模擬裁判員裁判
　平成 22 年度より、「リーガルク
リニック（初級）」における刑事模
擬裁判において裁判員裁判対応事件
を取り上げており、その集大成とし
て、公開模擬裁判員裁判を開催して
いる。法科大学院学生が、検察官役・
弁護人役、職業裁判官役に分かれて、
それぞれの立場からの公判活動を研
究する。裁判員役には渋谷区に在住

又は勤務する市民に依頼している。
一般市民である裁判員に対して検察
官側、被告人側がいかに説得的に犯
罪の立証、あるいはその弾劾を行う
ことができるのかが重要な要素とな
る。裁判官役の学生についても、裁
判員役の一般市民とともに刑事裁判
における訴訟指揮、合議方法・内容
について、いかに適切かつ迅速に
行っていけるのかを検証する。
　四宮啓教授、蛭田孝雪教授による

「模擬裁判を通じての、裁判員裁判
の臨床的研究」として共同研究に位
置付けられている。

○司法試験合格者祝賀会
　平成 18 年度の第 1 回新司法試験
以降毎年 9 月末又は 10 月初めに、
合格者祝賀会を開催している。大学
理事及び関係者を招待し、合格者を
労うとともに、司法試験を控えた在
学生・修了生のモチベーション高揚
の機会ともなっている。

公開模擬裁判員裁判

司法試験合格者祝賀会
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　皇典講究所の学統を継承し、日本
文化の精深な研究と世界的な視野か
らの究明を目的として、昭和 30 年
に設立された日本文化研究所を中心
に、考古学資料館や神道資料館など

の研究機関・研究施設等を統合し
て、平成 19 年 4 月 1 日、研究開発
推進機構が発足し、機構長に阪本是
丸神道文化学部教授、副機構長に井
上順孝同教授が任命された。本機構

は、平成 14 年度から 18 年度まで
補助事業として推進した文部科学省
21 世紀 COE プログラム「神道と日
本文化の国学的研究発信の拠点形
成」により形成された研究教育体制

研究開発推進機構
Organization for the Advancement of Research and Development

「國學院大學 21世紀研究教育計画」に基づき、國學院大學における研究教育活動の重点的推進及びその成
果の発信を目的に、旧日本文化研究所を中心に研究機関・研究施設等を統合して、日本文化研究所、学術資
料館、校史・学術資産研究センター、研究開発推進センターの 4つの研究機関から構成される、研究開発
推進機構を平成 19年に発足した。

○日本文化研究所設立 50 周年記念
　日本文化研究所は、平成 17 年度に設立 50 周年を迎え、同年 11 月 26 日に記念事業プレシンポジウム「ひ
らかれる学術資産―デジタル時代の挑戦―」を行い、次年度となる平成 19 年 1 月には、13・14 の両日に
わたり、記念講演会および国際シンポジウムを開催した。また、13 日の記念講演会後には、若木タワー 18
階有栖川宮記念ホールにて記念懇親会を行った。

○平成 19 年 1 月 13 日　記念講演会
　吉田憲司国立民族学博物館教授
　「情報装置としてのミュージアム」
　坂村健東京大学大学院教授
　「文化を支えるコンピュータ」

○平成 19 年 1 月 14 日　記念国際シンポジウム
　ひらかれる学術資産―学術メディアセンターの展望―
　〈パネリスト〉

相田満国文学研究資料館助手、内川隆志本学考古学資料館学芸員、小川直之本学教授、ジャン＝ミシェル・
ビュテル〔フランス〕国立東洋言語文化研究所助教授・堀内弘行本学情報システム課課長、ベンジャミン・
ドーマン（南山大学研究員）

　〈司　　会〉
　 井上順孝本学日本文化研究所所長

　また、記念事業として、『國學院大學日本文化研究所概要 設立 50 周年記念』や『日本文化研究所 50 年誌』、
『〔DVD〕國學院大學日本文化研究所紀要総目次・本文（第 1 輯〜第 100 輯）』をまとめている。

日本文化研究所設立 50 周年記念事業

記念国際シンポジウム
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を基盤とし、日本文化研究所、学術
資料館、校史・学術資産研究セン
ター、研究開発推進センターから構
成される。また、平成 19 年度文部
科学省私立大学学術研究高度化推進
事業（オープン・リサーチ・セン
ター整備事業）に「モノと心に学ぶ
伝統の知恵と実践」が選定され、本
機構内に伝統文化リサーチセンター
を設置して、5 年間にわたる補助事
業を推進し、その研究成果公開施設

として、伝統文化リサーチセンター
資料館が平成 20 年 3 月に竣功した
学術メディアセンター地下 1 階に
整備された。さらに平成 21 年、「高
度博物館学教育プログラム」を円滑
に実施するための拠点的役割を果た
す博物館学教育研究情報センター
を、研究開発推進センター内に新設
した。
　本機構全体の研究成果を発表する
媒体として『研究開発推進機構紀要』

と、事業報告の媒体として『國學院
大學研究開発推進機構　機構ニュー
ス』がある。また、本機構では、日
本文化研究所が昭和 31 年度以降
行ってきた公開学術講演会、および
渋谷区教育委員会との共催で平成 2
年以降実施してきた公開講座「日本
文化を知る講座」を引き続き開催し
ている。

　日本文化研究所は、建学の精神に
基づく日本文化に関する研究を広く
世界文化と比較しながら推進し、そ
の本質と諸相を把握することを目的

日本文化研究所
として昭和 30 年に設立された。平
成 19 年に発足した研究開発推進機
構は、本所の発展的形態として位置
づけられるが、従来行ってきた研究
を特化して継続すべき部署として、
機構内の研究機関の 1 つとして「日

本文化研究所」の名称を継承したの
が、現在の日本文化研究所である。
その設置の趣旨は、本学設立の趣旨
並びに目的に従い、広く学術を総合
して日本文化の研究及び国民の信
仰・倫理に関する諸問題の研究を推

概　要 �
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進することで日本文化の本質を明ら
かにし、あわせて国内外研究者との
交流・提携並びに相互理解を促進す
ることにある。この目的に基づき、
本所は「神道・国学及び宗教文化と、
関連領域に関する研究」、「学術情報
の発信」、「講演会及び講座等の開
催」、「国内外研究機関との交流及び
連携」、「その他、本研究所の運営に
必要な事業」の 5 つの事業を推進
する。これらの事業を遂行するにあ
たり、「神道・国学研究部門」およ
び「国際交流・学術情報発信部門」
を置き、これらの事業内容について
は、『國學院大學研究開発推進機構　
日本文化研究所年報』において報告
している。
　また同研究所内には、宗教文化教
育推進センター（CERC）事務局が
置かれている。同センターは、日本
宗教学会・「宗教と社会」学会と連
携し、平成 23 年 1 月に「日本にお
ける宗教文化教育の質的向上」を目
指して設置された。事務局では、「宗
教文化士の認定に関わる業務」、「そ
の他、宗教文化教育の充実に関わる
業務」を遂行すると同時に、デジタ
ル・ミュージアム・プロジェクトと

連携して教材開発を進めるなど、強
固な協力体制を構築している。同セ
ンターが認定する宗教文化士は、日
本や世界の宗教の歴史と現状につい
て、専門の教員から学んで視野を広
げ、宗教への理解を深めた人に対し
て与えられる資格である。その認定
には、センターが掲げる到達目標に
達成することができる大学設置科目
を履修 16 単位以上を取得し、その
後認定試験に合格することが必要と
される。

○神道・国学研究部門
　国学に関する研究は、旧日本文化
研究所設立以来「設立の趣旨」に則っ
た研究課題の一つとして継続的に行
われてきた。こうした歴史的経緯に
鑑みて、本機構のもとに再編された
日本文化研究所に「神道・国学研究
部門」が置かれ、新たに「近世国学
者の霊魂観をめぐる思想と行動の研
究」研究事業（平成 19 年度）が立
てられた。その後、同研究事業は「近
世国学の霊魂観をめぐるテキストと
実践の研究」（平成 20 〜 22 年度）、

「『國學院大學 国学研究プラット
フォーム』の構築」（平成 23 〜 25

年度）に継続し、国学のテキスト分
析や地域拠点の研究等をはじめ、国
学に関する研究連携のための組織づ
くりを推進している。

○国際交流・学術情報発信部門
　文部科学省 21 世紀 COE プログ
ラムにおける研究プロジェクト「神
道・日本文化のオンライン情報発信
の総合研究」を発展させたデジタ
ル・ミュージアム構想は、研究開発
推進機構各機関の研究成果の統合的
なデジタル化・情報発信を行い、本
学の学術資産及び研究成果を学内の
教育・研究に役立てること、国内外
の研究者にも利用可能なものにする
こ と を 目 途 と し て、「 デ ジ タ ル・
ミュージアムの構築と展開」（平成
19 〜 21 年度）、「デジタル・ミュー
ジアムの運営と関連分野への展開」

（平成 22 〜 24 年度）として実施さ
れている。また、文部科学省学術フ
ロンティア事業に選定された國學院
大學学術フロンティア構想「劣化画
像の再生活用と資料化に関する基礎
的研究」（平成 11 年度〜平成 17 年
度）は、日本文化研究所共同プロジェ
クト「劣化画像の再生活用と資料化
に関する基礎的研究」（平成 18 年
度）、研究開発推進機構日本文化研
究所研究事業「デジタル・ミュージ
アムの構築と展開」（平成 19 年度）
に継承され、その後、研究開発推進
機構学術資料館研究事業「近代学術
資産のデジタル化・データベース化
による再生活用の研究―柴田常恵拓
本資料・宮地直一神社絵葉書資料を
中心に―」（平成 20 〜 22 年度）、
同「近代学術資産の資料化と地域連
携活用に関する研究」（平成 23 〜
25 年度）等の後継事業が実施され
ている。デジタル・ミュージアム（平成 24 年 10 月 5 日現在）
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　平成24年現在、デジタル・ミュー
ジアムにおいて公開されているコン
テンツは、「神道事典 Encyclopedia 
of Shinto（EOS）」（英語版・韓国語
版 ）、「 図 説 に よ る 神 道 入 門 A 
Beginner's Pictorial Guide: Images 
of Shinto」、「神道基本用語集 Basic 
Terms of Shinto」、「双方向論文翻訳
Articles in Translation」、「宮地直一
博士写真資料」、「皇學館大学神道研
究所所蔵原田敏明毎文社文庫写真資
料」、「神道・神社史料データベー
ス」、「国学関連人物データベース」、

「図書館デジタルライブラリー」、「大
場磐雄博士写真資料」、「大場磐雄博
士資料」、「柴田常恵写真資料」、「杉
山林継博士収蔵資料」、「考古学資料
館所蔵縄文土器」、「考古学資料館発
掘調査報告書」、「祭祀遺物出土遺跡
データベース」、「折口信夫博士歌舞
伎絵葉書資料」、「万葉神事語辞典」、

「ホルトム文庫目録」などがあり、
国内外の研究者に利用可能なデータ
ベースとして構築されている。

　学術資料館は、建学の精神に基づ
く研究に供するための学術資料を収
集、展示、公開するとともに、本学
の特色を活かした学術研究を推進す
ることで、研究教育の支援及び社会
貢献に資することを目的とする。本
資料館は、「学術資料の調査研究と
研究成果の公開」、「学術資料の収
集」、「学術資料の展示、公開、保存」、

「学術資料に関する情報の提供」、「そ
の他、本資料館の運営に必要な事業」
の 5 つの事業を推進するために、「考
古学資料館部門」、「神道資料館部門」
を設置している。

学術資料館

○考古学資料館部門
　「考古学資料館部門」は、昭和 3
年 4 月、日本考古学の研究とその
資料の保管・展示のために設置され
た「考古学陳列室」が前身であり、
当初は約 30 坪の小規模な展示施設
として発足した。昭和 7 年には、
図書館から国史研究室に移管されて

「考古学資料室」と改称し、その後、
昭和 27 年の文部省告示第 95 号、
昭和 30 年の文部省告示第 108 号
によって博物館相当施設に指定さ
れ、その結果、学芸員資格を取得す
るための博物館学課程に必要な博物
館実習を学内で実施できる体制が
整った。また、昭和 50 年には、改
めて「考古学資料館」と改称し、平
成 19 年の研究開発推進機構の発足
にともない、本機構所属の学内共同
利用研究機関「学術資料館」の 1
部門となった。
　「考古学資料館部門」の研究事業
には、「山形県庄内町須部野 A 遺跡
学術調査」（平成 18 〜 20 年度）、「出
雲地域における祭祀遺跡に関する学
術調査」（平成 21 〜 23 年度）、「考
古学資料館収蔵資料の再整理・修復
および基礎研究・公開」（平成 20
〜 22 年度）、「考古学資料館収蔵資
料の再整理・修復・研究・公開」（平
成 23 〜 25 年度）、「近代学術資産

の資料化と地域連携活用に関する研
究」（平成 23 〜 25 年度）などがあ
り、文部科学省の平成 19 年度私立
大学学術研究高度化推進事業（オー
プン・リサーチ・センター整備事
業）に選定された「モノと心に学ぶ
伝統の知恵と実践」の研究成果公開
施設として設置された伝統文化リ
サーチセンター資料館において、所
蔵品を展示している。刊行物として、

『國學院大學学術資料館　考古学資
料館紀要』『考古学から見るモノと
心　國學院大學考古学資料館の展示
品』などがある。

○神道資料館部門
　「神道資料館部門」は、大学の創
立 80 周年記念事業として昭和 38
年 5 月に開設された「神道学資料室」
を前身とする。神道学資料室発足当
初は、皇典講究所礼典課収集資料を

挙手人面土器

葵祭図屏風
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はじめとする、祭祀祭礼に関連する
諸資料が所蔵品の中心であり、その
後一時、八王子分校舎に移されてい
たが、昭和 51 年の常磐松 3 号館新
築にともない、その一階に全学的研
究施設「神道資料展示室」として昭
和 53 年に新発足した。平成 2 年に
は「神道資料館」と改称し、平成
19 年の研究開発推進機構の発足に
より、考古学資料館と統合し、機構
の 1 機関である学術資料館の「神
道資料館部門」として改組された。
　神道資料館部門の研究事業には、

「神道資料の整理公開と学術的価値
の探求」（平成 20 〜 22 年度）、「神
道祭祀の資料論的研究と関連資料の
整理分析」（平成 23 〜 25 年度）が
あり、神道の祭祀・祭礼にかかわる
各種祭具、装束、古文書等の所蔵品
を、平成 19 年度文部科学省私立大
学学術研究高度化推進事業（オープ
ン・リサーチ・センター整備事業）
に選定された「モノと心に学ぶ伝統
の知恵と実践」の研究成果公開施設
として設置された伝統文化リサーチ
センター資料館において展示してい
る。刊行物として、『神道資料館　
館報』のほか、『國學院大學神道資
料館創設 40 周年記念出版　國學院
大學所蔵の牛玉宝印』、『國學院大學
神道資料館の展示品案内　神道のカ
タチとこころ』、『「神社祭祀と御神
木に関する調査」報告　神社と御神
木・社叢』などがある。

　研究開発推進機構の発足ととも
に、平成 19 年度に設置された校史・
学術資産研究センターは、本学の歴
史及び本学の有する学術資産の研究

校史・学術資産研究センター

を行い、その成果を広く社会に還元
することを目的とする。本センター
は、「校史に関する研究」、「本学所
蔵の学術資産に関する研究」、「資料
の収集、整理及び展示」、「折口博士
記念古代研究所並びに河野博士記念
室及び武田博士記念室に関する資料
の研究」、「研究成果の公開及び本学
の教育活動への支援」などの事業を
遂行するため、現在「校史研究部門」、

「学術資産研究部門」、「折口博士記
念古代研究所部門」の 3 部門を設
置している。刊行物として、『國學
院大學　校史・学術資産研究』、『校
史』がある。

○校史研究部門
　「校史研究部門」は、本学におけ
る校史資料の収集・保存・管理・閲
覧体制の確立を目指すとともに、校
史に関する学術研究を行い、その成
果を広く社会に発信する「大学アー
カイヴズ」体制を構築することを目
的とする。
　校史研究部門の研究事業には、「國
學院大學における大学アーカイヴズ
体制の構築」（平成 20 〜 22 年度）、

「國學院大學における大学アーカイ
ヴズと自校史教育の構築と展開」（平
成 23 〜 25 年度）がある。また、
これら研究事業では、学内の関係機
関・部署と連携・協働して、教養総
合「神道科目」において共通で行う

「皇典講究所・國學院創立の経緯と
建学の精神Ⅰ・Ⅱ」の『建学の精神
と國學院大學の歩み―渋谷移転まで
―』を作成・改訂し、当該サブテキ
ストに関する学生へのアンケートも
合わせて実施してきており、平成
24 年度からは、新しい自校史教育
用サブテキストである『國學院大學
の 130 年』（教育開発推進機構共通
教育センター発行）を作成した。

○学術資産研究部門
　「学術資産研究部門」は、國學院
大學所蔵の学術資産の研究とその研
究成果の公開を目的とし、本部門の
研究事業として、「國學院大學の学
術資産の研究と公開」（平成 20 〜
22 年度）、「國學院大學における学
術資産研究と公開」（平成 23 〜 25
年度）がある。これら研究事業では、
本学図書館と協働して、本学の学術

教養総合「神道科目」サブテキスト『國學院大學の 130 年』

（研究開発推進機構 校史・学術資産研究センター編／教育開発推進機構 共通教育センター発行）



126 研究開発推進機構

130th Anniversary issue of Kokugakuin University

資産を研究し、その成果を図書館の
ウェブサイト上におけるデジタルラ
イブラリーで公開し、後者において
は、貴重書等に関する目録の編纂も
行っている。

○折口博士記念古代研究所部門
　「折口博士記念古代研究所部門」
は、昭和 28 年の折口信夫逝去の後、
翌 29 年に折口博士記念会が組織さ
れ、これを基盤にして昭和 41 年に
文学部の附置研究所として発足し
た。折口博士記念会は、折口没後に
武田祐吉本学教授が発起人となって
組織された会で、記念事業として『折
口信夫全集』の編纂事業を行った。
昭和 32 年に本法人理事長石川岩吉
と折口博士記念会幹事長で本学教授
の西角井正慶との間で、折口古代研
究所と折口記念文庫を本学内に設置
することが取り決められ、その後、
昭和 41 年に折口博士記念古代研究
所に再編された。本所は、平成 19
年度に校史・学術資産研究センター
の所属となり、平成 20 年より本セ
ンターの 1 部門となっている。

　研究開発推進機構に先立つ平成
18 年に発足した研究開発推進セン
ターは、研究開発推進機構の設立目
的に即し、機構長に直属し、機構全
体の事業の円滑な運営を図りつつ、

「建学の精神」である神道・日本文
化を対象とする独自の研究事業と、
國學院大學 21 世紀研究教育計画委
員会によって策定される研究教育事
業を推進し、その成果をもって社会
貢献を果たすことを目的とする。こ
の事業目的を遂行するため、「官公
庁等による競争的資金等の獲得によ

研究開発推進センター

る研究プロジェクトの企画、立案及
び実施」、「神社界等からの外部資金
の導入による研究プロジェクトの企
画、立案及び実施」、「各種外部資金
に関する情報の収集と提供及び申請
等作業への協力」を行い、「本機構
の予算、決算その他の運営に係わる
事項等の企画及び立案」、「国内外の
研究機関との交流及び連携に係わる
実務の遂行」、これらの業務に精通
した若手研究者の育成などを遂行し
ている。具体的には、文部科学省オー
プン・リサーチ・センター（ORC）
整備事業（平成 19 年度選定）「モ
ノと心に学ぶ伝統の知恵と実践」推
進のための実務的運営（ORC 事務
局 を 附 置 ）、 文 部 科 学 省 21 世 紀
COE プログラム（平成 14 年度採択）

「神道と日本文化の国学的研究発信
の拠点形成」研究事業の継承、文部
科学省組織的な大学院教育改革推進
プログラム（高度博物館学教育プロ
グラム）実施にともなう本学大学院
文学研究科との連携のための「博物
館学教育研究情報センター」の設置、
21 世紀研究教育計画委員会事業「地
域・渋谷から発信する共存社会の構
築」の推進、國學院大學院友神職会
等からの寄付による法科大学院奨学

資金などの事業推進である。現在、
研究事業として「研究開発推進セン
ター研究事業」、國學院大學 21 世
紀研究教育計画委員会事業「地域・
渋谷から発信する共存社会の構築」
を推進している。本センターの研究
成果を発表する媒体として、『研究
開発推進センター研究紀要』がある。

○研究開発推進センター研究事業
　「研究開発推進センター研究事業」
は、文部科学省 21 世紀 COE プロ
グラム（平成 14 年度採択）「神道
と日本文化の国学的研究発信の拠点
形成」事業を継承し、建学の精神で
ある神道の研究をさらに発展させる
ことを目途として、本学で培ってき
た国学的研究、すなわち精緻な文献
等資料の考証に裏打ちされた総合的
な日本文化学を目指す事業として推
進されている。具体的には、①平成
18 年のセンター発足当初から推進
してきた神道研究の拠点としての本
学所蔵史料を中軸に据えた神道・神
社関係の資料調査とそれに基づく実
証的研究、②平成 18 年度まで実施
された文部科学省 21 世紀 COE プ
ログラム「神道と日本文化の国学的
研究発信の拠点形成」の後継事業と

「慰霊と追悼」研究会（平成 18 年 10 月 7 日）
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しての「国学関連人物データベー
ス」、③日本における「人神祭祀」
について主に神道の側から基礎的な
事項を明らかにしつつ検討を加える
ために平成 20 年度から実施してい
る「招魂と慰霊の系譜に関する基礎
的研究」（平成 18 年度から「慰霊
と追悼研究会」として組織）などの
事業である。
　これらの研究成果は、①は『史料
から見た神道―國學院大學の学術資
産を中心に―』（弘文堂、平成 21 年）
及び『研究開発推進センター研究紀
要』、②は研究開発推進機構のデジ
タル・ミュージアム「国学関連人物
データベース」、③は「招魂と慰霊
の系譜に関する基礎的研究」ホーム
ページ及び國學院大學研究開発推進
センター編『慰霊と顕彰の間―近現
代日本の戦死者観をめぐって―』（錦
正社、平成 20 年）・同『霊魂・慰霊・
顕彰―死者への記憶装置―』（錦正
社、平成 22 年）などで報告されて
いる。また、ハーバード大学エドウィ
ン・O・ライシャワー研究所への研
究員派遣、若手研究者育成などのた
めに、國學院大學院友神職会等から
の寄付による資金を運用している。

○�國學院大學 21 世紀研究教育委員
会事業「地域・渋谷から発信する
共存社会の構築」

　21 世紀研究教育委員会事業「地
域・渋谷から発信する共存社会の構
築」は、平成 23 年度以降、学内の
全学部に連携研究者を擁する「渋谷
学」および「共存学」の 2 つの学
際共同プロジェクトを統合し、「共
存社会」をキーワードとして、建学
の精神の学術的な具現化と、本学の
特色を活かした地域貢献・社会還元
を目指す事業である。本学の所在地

である東京都渋谷区周辺を対象地域
として、全学的・組織的に推進する
学際共同研究としての「渋谷学」は、
平成 13 年に創立 120 周年記念学
術関係事業を契機として発足した

「渋谷学研究会」を基として（平成
16 年度以降は一旦活動を休止、20
年度より活動再開）、平成 22 年度
よりセンター事業として実施されて
きた。また、多様性の「共存」を主
題に、新たに設定した総合的学問領
域である「日本発　共存社会モデル
構築による世界貢献（共存学）」は、
建学の精神に見る、自己の生命・共
同体の「主体性」と他者存在への「寛
容性」「謙虚さ」を共に目指す学術
理念を出発点として、持続的発展を
可能とする社会モデルを構築し提示
することを目途に、平成 21 年度か
らセンター事業として活動を実施し
てきたものであった。
　これら事業の成果は、渋谷学ブッ
クレットとして國學院大學研究開発

推進センター・渋谷学研究会編『地
元を「科学する」ということ　地域
学の比較から考える』（平成 23 年）、
同『渋谷を描く』（平成 24 年）、渋
谷学叢書として國學院大學渋谷学研
究会・上山和雄編『歴史のなかの渋
谷―渋谷から江戸・東京へ―』（平
成 23 年）、その他國學院大學研究
開発推進センター編・古沢広祐責任
編集『共存学　文化・社会の多様性』

（平成 24 年）、『研究開発推進セン
ター研究紀要』などに報告されてい
る。

『共存学：文化・社会の多様性』

（國學院大學研究開発推進センター編・古沢

広祐責任編集、弘文堂、平成 24 年）

『渋谷学叢書 2　歴史のなかの渋谷―渋谷から

江戸・東京へ―』

（國學院大學渋谷学研究会・上山和雄編、雄

山閣、平成 23 年）



128 教育開発推進機構

130th Anniversary issue of Kokugakuin University

　昨今、大学が社会や入学者（志願
者）から最も期待されているのは、
いかに「大学の個性」を活かした教
育力を発揮するかであろう。そして
「建学の理念」を中心に、大学とし
てのポリシーに基づいた教育の強
化・充実はもとより、多様・多元化
した入学者を円滑に大学教育に適応
させ、幅広い教養と専門的能力を身
につけた有為な人材として社会に送
り出すことが求められている。そう
した中、従来、「研究」機関として
認識されてきた大学が、改めて「教
育」機関であるとの認識に立ち、そ
の力を高めていくことが喫緊の課題

となろう。そのためには、教員がそ
れぞれの持てる力をさらに開発して
学生により良い授業を提供すること
はもとより、学修につまずいてしま
う学生への目配りとケア、さらには
大学の理念をより具現化しつつ、学
生のレベルや志向などを見据えたカ
リキュラムの検討など、教員個人、
あるいは組織としての教育能力開発
への工夫と努力が問われている。
　こうした取り組みを進める上で
は、高等教育行政や他大学の取り組
み等の調査・分析、関連情報の収集
等を進め、それらを基にした施策の
検討などが必要となるが、しかし、

教員個人、あるいは教学関連部局に
おいては、日々の授業や学生指導、
全学的あるいは個別具体的な教学上
の課題対応等が急務であり、それら
に加えて上記のような取り組みを推
進することは難しいことも現実で
あった。
　そのため、教育開発に係る全学的
な専門的機関の設置が希求され、平
成 19年度より機関設置の検討がな
され、平成 21年 4月 1日より、機
構長に赤井益久文学部教授・副学
長、副機構長に加藤季夫人間開発学
部教授・教務部長を据え、教育開発
推進機構を発足した。

教育開発推進機構
The Institute for the Advancement of Teaching and Learning

学生・教職員が相互に研鑽を重ねつつ、國學院大學の社会的使命を果たしてゆくために必要な教育体制の整
備・充実・発展を促進する機関として、平成 21年 4月に教育開発推進機構を発足した。教育開発推進機構
は、教育開発推進センター、共通教育センター、学修支援センターにより構成され、各学部と連携しつつ、
本学の教育力向上に資する事業を展開している。

　教育開発推進機構は、「國學院大
學における研究教育開発推進に関す
る指針」及び「21世紀研究教育計画」
に基づき、「建学の精神」を具現化
した教育体制を確立するため、本学
の教育力向上と教養教育に関する調
査・研究、全学及び各学部における
人材育成の支援、そして学生への学
修支援を主たる目的として発足し
た。本機構は、FD（ファカルティ・
ディベロップメント＝大学教員の教

育能力を高めるための組織的取り組
み）活動及び教育能力開発支援につ
いての調査研究や施策検討を行う
「教育開発センター」、社会に有為な
人材となるための幅広い教養を身に
つける上での重要な教育プログラム
である「教養教育」の調査研究と運
営を行う「共通教育センター」、学
生の修学相談など、学生の修学上の
問題解決策について調査や検討を行
う「学修支援センター」の 3 つの

センターによって構成され、これら
各センターにおける事業の企画・検
討・推進には各学部や本機構の教
員、さらに関連事務局から選出され
たセンター委員があたる体制をとっ
ている。これにより、各学部との有
機的な連携を図りつつ、教職員が一
体となって本学の教育力向上に必要
な事業を推進している。

概　要 �
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　現在、大学に課されている大きな
課題の一つに、授業や学生指導に対
する教員の教育能力や授業効果など
を向上させる活動＝ FD（ファカル
ティ・ディブロップメント）の活性
化が掲げられる。すなわち、大学教
員は、自身の専門分野に関する研究
のほかに、教育者として「いかに学
生により良い教育が提供できるか」
ということを考え、組織的な教育力
向上を進めることが求められてい
る。こうした教員の支援のために、
高等教育行政や他大学の取り組みの
調査・分析・研究などを基に、教員
向け研修の開催など、効果的な授業
を行うためのさまざまな事業を企
画・推進する。

　共通教育センターでは、専門教育
に合わせ、社会からとくに強く希求
されている「幅広い教養」の提供や、
資格取得のために設けられている
「資格課程」など、学部学科にかか
わらずに履修できる「全学共通科目」
カリキュラムを開発し、学生が必要
な知識や技能の修得をスムーズに進
められることを目的としている。こ
のため、さまざまなデータや他大学
の事例などの分析を通して、事業の
検討・実施を進めている。

　大学で学ぶ上で、毎回の授業の予
習や復習、自身の修学状況の正確な
把握、自身にマッチした効率的な学

教育開発センター

共通教育センター

学修支援センター

習方法の模索など、学生自身のさま
ざまな努力が必要となる。しかし、
こうしたことにつまずいてしまう
と、それが留年や退学など大きなつ
まずきへ発展する場合がある。
　このため、学修支援センターでは、
学生の「学修」サポートのために必
要な事例やデータの収集と分析など
を進めるとともに、「学修支援セン

ター相談室」を設け、学生の修学上
の「つまづき」ケアのため、履修や
学習方法などに関する学生からの相
談、あるいは学生対応に関する教員
の相談等を専任の教職員が受け付
け、アドバイスを行う体制を整えて
いる。

3 センター概念図

教養総合カリキュラム開発
初年次（導入）教育開発

修学相談
障害学生支援

共通教育センター学修支援センター

授
業
評
価
・
指
導 

授業改善支援
教育能力開発支援
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教育開発推進機構
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○学修支援センター相談室
　平成 21年 9月、渋谷キャンパス
3号館竣功にともない、同館 3階に
「学修支援センター相談室」を開室
した。同相談室は学部学生を対象に、
学修に関する悩みや疑問について対
面して相談する場所であり、履修相
談等を受け付ける窓口の一つとなっ
ている。

○ FD講演会
　本学教職員を対象に、毎年、高等
教育研究の第一線で活躍している研
究者を講師に招き、観点別教育目標
シラバス・双方向授業・発達障害学
生支援など、教育改善に関する様々
なテーマで講演を行っている。

○ FDワークショップ
　一方向性の講演会のみならず、本
学教員が最先端の教育スキルを習得
する場として、外部研修において運
営スキルを身につけた機構教員を中
心に、「全国私立大学 FD連携フォー
ラム」の協力のもとワークショップ
を開催。

○新任教員研修会
　新たに着任する教員を対象に、本
学の歴史や建学の精神、教学方針へ
の理解の深化や教育スキルのさらな
る向上のため、年間 3回の研修会
を開催している。

○高等教育シンポジウム
　高等教育に関する諸問題と各大学
の置かれた現状を報告・検討し、そ

の成果を広く社会に発信するため、
高等教育研究者や本学及び他大学の
教学施策担当者をパネリストに迎え
たシンポジウムを開催。

○�『教育開発ニュース』『國學院大
學教育開発推進機構紀要』の刊行

　本学の学部や各教員の教育への取
り組み、他大学の先進的事例、学生
FD活動などを学内外へ発信する『教
育開発ニュース』（年間 2回）、本
学教職員による教育関係の調査研究
の成果発表のための『國學院大學教
育開発推進機構紀要』（年間 1回）
を刊行。

学修支援センター相談室 FD講演会

FDワークショップ 高等教育シンポジウム


